
亀山市次期ごみ処理施設基本構想（案）に対する意見

【共通意見】

番号 該当
ページ 項目 意見 回答

1 78

第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第５節　処理システム案の作成

最終処分場について、より詳細に環境負荷やコスト等の問
題について記載すべきである。

最終処分場建設費・管理費概算費用については、総事業費を処理方
式別に比較するため、参考として試算したものです。
従いまして、今後、最終処分場を整備する場合は、施設整備基本計
画で必要となる施設規模、環境負荷、コスト、候補地条件等の比較
を行い、お示ししてまいります。

2 90

第7章　施設整備に係るスケジュール案の作成 中間処理の処理システム方式及び最終処分場の型式、設置
場所等を決定する時期について、具体的に見通しの立つス
ケジュールを示すべきである。

本構想における施設整備に係るスケジュールは、今回作成・比較し
た処理システム等案に基づき、現時点において想定される事務や手
続に係る期間を考慮してお示ししたものです。
今後、施設整備基本計画において、中間処理システムの方式、候補
地の比較検討、運営方法の検討等を踏まえた上で、全体の整備スケ
ジュールをお示ししてまいります。



亀山市次期ごみ処理施設基本構想（案）に対する意見への回答

【個別意見】

番号 該当
ページ 項目 意見 回答

1 基本構想（案）全体

案としての結論が不明なままなのが問題である。もっとシ
ンプルに各方式を比較した資料が必要であり修正すべきで
ある。

本構想は、老朽化が進む現有施設の安定稼働（長寿命化計画に基づ
く大規模整備・維持管理）を図りつつ、令和１５年度の次期施設稼
働を目指し、処理方式や事業方式の「検討の方向性」を示す資料と
して整理したものです。

2 2

第１章　はじめに
第３節　施設整備に係る基本方針
１　廃棄物処理における国の動向
（２）廃棄物処理施設整備計画（令和５年６月３０
日閣議決定）の基本理念
ア　基本原則に基づいた３Ｒの推進と循環型社会の
実現に向けた資源循環の強化

３Ｒの推進と循環型社会の実現に向けた資源循環の強化に
ついて亀山市内だけでの推認だけでなく民間企業の導入の
考えも加えるべきである。

本構想は、国の「３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ」や資源循環強化の方
向性を踏まえ、市として中長期にわたり安定した適正処理と脱炭素
化を両立するための基本的な考え方を示したものです。
なお、民間企業の導入・連携については、循環経済への移行や官民
連携の促進といった国の動向とも整合する重要な視点であることか
ら、今後の過程において、民間活用や地域循環システムの構築など
の具体化を検討してまいります。

3 16

第２章　現状と課題の整理と施設整備に係る基本方
針
第２節　ごみの排出量及び処理・処分量の実績
（１）ごみ排出量の実績

家庭ごみは年々減っているが事業ゴミはほとんど減ってい
ない。踏み込んだ考察と今後の方針を示すべきである。

家庭ごみは減少傾向にある一方、事業系ごみは増減を繰り返してお
り、一般廃棄物処理基本計画の中で、更なる減量化に向けて取り組
んでまいります。

4 24

第２章　現状と課題の整理と施設整備に係る基本方
針
第３節　現状の課題

４つの課題があげられているが、次期ごみ処理施設整備で
はこれらの課題解決が求められる。ところが、この「現状
の課題」では、なぜこの課題が生じたのか、この間の取り
組みはどうだったのかについての記述がない。そのこと抜
きに課題解決はできないため、それをきちんと記述すべき
である。

本構想は、亀山市総合計画に掲げる脱炭素社会の実現と循環型社会
の構築、老朽化した廃棄物処理施設の適正管理・更新という長期課
題に対応するため、次期施設整備の「方向性」を整理したもので
す。
なお、「現状の課題」については、施設の更新に合わせ、一般廃棄
物処理基本計画を中心に、循環型社会形成に資する施策を検討して
まいります。

5 24

第２章　現状と課題の整理と施設整備に係る基本方
針
第３節　現状の課題
（１）ごみ処理及び施設整備経費

亀山市のごみ処理経費が県内で高い方から４番目で高額と
し、近隣県の人口が同規模の都市と比べても高額となって
いると書いている。
ところがなぜ、亀山市のごみ処理経費が高額になっている
のかの記述がない。高額となっている理由を明らかにしな
ければ、ごみ処理経費を低く抑える新しい施設の在り方が
明確にならない。
そのため、ごみ処理経費が高額になっている原因を記述す
べきである。

本構想では、亀山市のごみ処理経費が県内・類似規模都市と比べ高
水準にあることを「現状の課題」として整理し、経済性に優れた、
効率的なごみ処理システムの構築を基本方針に掲げています。
なお、老朽化に伴う修繕・更新の増加、ガス化溶融炉の運転・維持
管理、処理工程の特性、近年の物価・人件費高騰、収集条件等を含
め、次の段階の施設整備基本計画やＰＦＩ導入調査などにより精
査・分析し、官民連携も視野に低減策を具体化してまいります。

6 24

第２章　現状と課題の整理と施設整備に係る基本方
針
第３節　現状の課題
（２）施設の老朽化

溶融炉について「全国の同種施設の平均供用年数３０．５
年まで５年程度となっている。」、「稼働開始以来、更新
していない設備・機器も少なくないため、安定的な稼働継
続に懸念がある状況」だと書いている。
また、粗大ごみ破砕処理施設は「平均供用年数２７．０年
を経過し、老朽化が著しい」と書いている。
このように次期施設の稼働予定が２０３３年とすれば、そ
れまで溶融炉も粗大ごみ破砕処理施設も安定的な稼働継続
に懸念があるが、もっと早い時期に次期ごみ処理施設整備
の方針を打ち出すべきだったのになぜできなかったのか、
その原因について記述すべきである。

現有施設の老朽化を踏まえると、より早期に次期施設の方向性を示
す重要性は認識しております。一方で本市では、平成２４～２６年
度の基幹的設備改良工事、その後の大規模整備工事を重ね、機能・
性能の維持と延命化を図りながら、稼働状況や修繕費の増加見込
み、上位計画である一般廃棄物処理基本計画等との整合、広域化・
集約化の可能性や国の支援制度要件など、前提条件の整理・検討を
進めてきました。その上で、令和１４年度末の稼働終了を見据え、
具体化に着手すべき時期に至ったことから本構想を取りまとめたも
のです。



亀山市次期ごみ処理施設基本構想（案）に対する意見への回答

【個別意見】

番号 該当
ページ 項目 意見 回答

7 26

第２章　現状と課題の整理と施設整備に係る基本方
針
第３節　現状の課題
（４）製品プラスチックの分別収集・再商品化

「本市においても製品プラの分別収集・再商品化を計画す
る必要がある。」とあり、今後の取り組みとなっている。
しかし、この問題については２０２２年３月議会で取り上
げ、市は「この法律の施行により市は新たな分別ルールを
作り市民に理解、協力してもらう、再商品化するために
は、手作業での選別を行い、再商品化のための業務委託を
し、ストックヤードも新たにつくるなど新たな予算と取り
組みが必要になる」と答弁していたのに、その後４年間も
この課題を具体化してこなかった。なぜできなかったのか
を記述すべきである。

２０２２年３月議会以降、製品プラの分別収集・再商品化に向けた
準備を進めてまいりました。
検討に時間を要した理由は、分別ルールの変更やストックヤードの
確保、選別体制の構築など、市民生活と行政コストに多大な影響を
及ぼす課題に対し、次期ごみ処理施設整備と整合させた、効率的で
効果的な廃棄物処理システムの再構築が必要と考えたところであ
り、国の制度動向を見極めつつ、効率的な手法を慎重に検討してま
いったものです。

8 27

第２章　現状と課題の整理と施設整備に係る基本方
針
第４節　施設整備に係る基本方針

方針１
・災害廃棄物対応も加わることで能力や体制に変化が生じ
るか？
方針２
・有効活用できる廃棄物に対し、特に３Ｒ関連の施設や体
制も整備していくと考えていいのか？
方針４
・中間処理方式の如何に関わらず、プラ循環法に基づく分
別回収の細分化は余儀なくされるのか？
　処理方式と分別回収の細分化の差異を示すべきである。

【方針１】（災害廃棄物対応）
災害廃棄物については、国の通知に基づき、災害時の廃棄物処理量
を上乗せした処理能力として算定しております。

【方針２】（３Ｒ関連の施設・体制）
本構想は、３Ｒの徹底（発生抑制・再使用・再生利用）を上位計画
である一般廃棄物処理基本計画等と整合させて進める方向性を示し
ています。食品ロス削減やリユース推進の既存取組に加え、資源化
の高度化に必要な設備（選別・保管等）や体制の在り方は、製品プ
ラ対応も含め、一般廃棄物処理基本計画等の中で具体化していきま
す。

【方針４】（プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律＜
プラ循環法＞と分別細分化・方式差）
プラ循環法に基づく製品プラの分別収集・再商品化は、資源循環の
観点から検討が必要と考えます。このことから、一般廃棄物処理基
本計画等で分別、収集及び再資源化等の運用方法を検討してまいり
ます。

9 27

第２章　現状と課題の整理と施設整備に係る基本方
針
第４節　施設整備に係る基本方針

方針２では、まずはごみの発生を抑え（ごみの減量）、リ
サイクル・再生利用を積極的に行い、焼却は最後というと
いう方針を示している。ところが、「廃棄物エネルギーを
回収、利用する」として、「ごみ発電」の名のもとにごみ
の焼却を推進する方針になっている。つまり、たくさんの
ごみを焼却することで多くの発電が得ようとすることにつ
ながる。この「ごみ発電」の名のもとに「廃棄物エネル
ギーを回収、利用する」ことは、ごみの減量に逆行するた
め、削除すべきである。
また、廃棄物の排出抑制のため、何をするべきかの記述が
必要で、方式により排出抑制に差が出るのかどうかわかる
資料をつけるべきである。

本構想は、一般廃棄物処理基本計画が掲げる廃棄物を最後まで有効
利用しようとする考え方の３Ｒの徹底（発生抑制・再使用・再生利
用）と、老朽化した施設の更新による安全・安心で安定した適正処
理の確保を両立させるための方向性を示すものです。「廃棄物エネ
ルギーの回収・利用」は、３Ｒを尽くした上で、それでも残る廃棄
物を適正に処理する中で、熱回収を図るものであり、ごみの減量に
逆行するものではないと考えています。

10
28
～
51

第３章　ごみ処理技術の動向調査 資料編でなく基本構想であるから、様々な技術動向の中
で、どこに注目し、ヒントを得たか等当局や検討委員会の
意見・総評を加えるべきである。（特に3〜8には参考にす
べき技術が散見できる。）

本構想の第３章では、次期施設整備の検討をするための情報とし
て、資源化・再利用、エネルギー回収、温室効果ガス削減、灰・飛
灰処理、最終処分、既存建屋活用等の全国的な技術動向を整理して
います。
このことから、今後の施設整備基本計画において、本知見を踏ま
え、次期施設の整備内容をお示ししてまいります。



亀山市次期ごみ処理施設基本構想（案）に対する意見への回答

【個別意見】

番号 該当
ページ 項目 意見 回答

11 33

第３章　ごみ処理技術の動向調査 ガス化溶融炉方式（シャフト式）とＰ８２　処理システム
案の評価
この方式は「短所」に、「コークス、酸素、ＬＰＧ等の副
資材を必要とし、ランニングコストが高い傾向にある」、
「コークスやＬＰＧを使用するため、二酸化炭素の排出量
が他方式より多い」、「可燃性ガスの発生リスクを伴う」
と書かれているように単に「短所」というより、経済性、
温室効果ガスの削減、事故の危険性で問題があるのに、Ｐ
８２の「処理システム案の評価」にはそれらのことが反映
されていない。「処理システム案の評価」を見直すべきで
ある。

処理システム案の評価は、溶融生成物（スラグ・メタル）や溶融飛
灰の山元還元等による最終処分量の低減、災害対応、エネルギー回
収なども含め、処理システム全体で総合比較したものです。
今後の施設整備基本計画において、本総合比較を基に次期施設の整
備内容を検討してまいります。

12 52

第４章　事業方式の動向調査 「公設民営型方式が効果的であると推察される」の記載。
今回の基本構想の中で唯一方針が示されており評価する。
（事業方式は精査する必要はあるが。）

当該記載は、これまでの他自治体事例を踏まえると公設民営型方式
が効果的となり得る点を示したものです。

13
58
59

第４章　事業方式の動向調査　　　　　　　　第２
節　各事業方式の特徴、事業形態例、調書及び短所

「表４-３-５　民設民営の特徴等」及び「表４-３-６民間
処理委託（公民連携）の特徴等」
公の関与が少ないこれらの短所について『市民・住民の理
解』が必要であることが述べられている。
しかし、必要なのは住民側の理解ではなく、住民が安心し
て任せることができる環境に配慮した安心安全で使いやす
い一般廃棄物処理施設の建設であり運営である。産業廃棄
物の受け入れについても然りであり、住民が理解すれば良
いというものではない。そこについて不透明であることが
短所である。書き直すべきである。

本構想は、事業方式の一般的事項における整理を行っております。
今後施設整備基本計画及びＰＦＩ等導入可能性調査において、環境
配慮・安全対策、情報公開、監督・モニタリング、受入基準等を具
体化し、「安心して任せられる条件」を評価軸とし、環境に配慮し
た安心安全で使いやすい施設の建設と事業方式の選定を進めてまい
ります。

14 61

第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討

ごみ処理という特殊な行政事務に関し、市町横断の広域化
は施設の位置や環境を考えれば極めて複雑な要件を満たな
ければいけない中にあっても、経費面も含め効率化は不可
避であると考える。ごみ区分や中間処理方法の差異や再資
源化等各市町の特長を生かした広域化への道筋を中長期的
に議論すべきである。（議論の軌跡を確実に。）

広域化・集約化の必要性は認識しており、国の要請も踏まえ、近隣
市との検討・協議を行いましたが、各自治体の施設更新時期が異な
ること等により次期施設整備については見送ることとしました。
一方、人口減少下でも持続可能な適正処理を確保するため、県が策
定中の広域化・集約化計画も鑑み、中長期的視点で近隣市町との広
域化について、引き続き検討をしてまいります。

15 63

第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第３節　ごみ量、ごみ質の推計の確認精査
１　ごみ量の推計
（１）推計方法
エ　プラスチックの分別回収量の設定

計算式の分別回収率（３０％）の想定は「プラスチックに
係る資源循環の促進等に関する法律」第６条　地方公共団
体の責務、第３２条　再商品化の委託　第３３条再商品化
計画の認定に適合するのか。

プラ循環法（第６条等）は、市町村に製品プラの分別収集・再商品
化の推進を求める一方、分別回収率の数値目標を直接定めるもので
はありません。本構想で用いた「分別回収率３０％」は、処理規
模・ごみ質を試算するため他市の事例を参考とした仮定値であり、
商品化計画の認定の適合値ではありません。



亀山市次期ごみ処理施設基本構想（案）に対する意見への回答

【個別意見】

番号 該当
ページ 項目 意見 回答

16 67

第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第3節　ごみ量、ごみ質の推計の確認精査
２　施設規模の算定
（２）償却施設の施設規模算定結果

「焼却施設の施設規模は４８ｔ/日」とある。しかし、
「図５―４　焼却施設の施設規模算定結果」を見ると、稼
働予定の２０３３年には４８ｔ/日であるが、それ以降は
人口減少などに伴い、年々減少が続くとされている。さら
に２０３４年度からプラごみの回収が始まる予定（ごみ排
出量の予測からは除かれている。）であり、これが機能す
ればさらに減少幅が大きくなる可能性もある。「焼却施設
の施設規模は４８ｔ/日」は過大すぎる。

本構想の「４８ｔ／日」は、環境省通知に基づき稼働予定年度から
７年後を越えない範囲で、処理量が最大となる年度を算定年度と
し、定期補修時も含め安定処理を確保する観点で整理したもので
す。御指摘のとおり、今後のごみ処理量の減少傾向も踏まえ、施設
規模について精査し、施設整備基本計画でお示ししてまいります。
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第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第３節　ごみ量、ごみ質の推計の確認精査
３　ごみ質の推計

様々に専門性の高い推計が示されているが、それらの分析
のポイントをわかりやすく整理していただきたい。今後の
ゴミ処理のあり方にも大きなヒントになり得るようにも思
える。

ごみ質の推計は、廃棄物処理において「安全かつ安定的に燃やせる
条件」を把握するためのもので、専門的な内容ですが、これらによ
り算出することとなっています。
今後、施設整備内容を決定していくに当たり、専門家の知見を伺い
ながら、本データを活用してまいります。
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第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第３節　ごみ量、ごみ質の推計の確認精査
３　ごみ質の推計
表５－２　ごみ質調査結果

市や業者による資源ごみの回収が進められている中で紙類
（新聞・ダンボール・厚紙等）が依然として高い組成と
なっている。その要因を確認したい。
また、資源ごみの回収、処理について方向性を示すべきと
考える。（業者委託・集団回収補助金等も含む。）

本構想でお示ししたごみ質では、紙類・プラ類が多く占めており、
一般ごみにこれら資源が混入しているものと分析しています。資源
ごみの回収及び処理の方向性については、資源として排出されるよ
う一般廃棄物処理基本計画の中で取り組んでまいります。
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第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第４節　事業方式及び処理技術の適用性の検討
２　事業方式の適用性の検討

「検討の結果、採用件数が多く、経済性・財政への寄与面
に優れたＤＯＢ方式とＤＢ+Ｏ方式の２方式を優位と評
価」とある。しかし、雑誌「都市と廃棄物」（２０２４
年、№８）のごみ処理コストに関する論文では、ごみ処理
事業コストの増加は、背景としてごみ処理施設の一般競争
入札から総合評価方式への変更、特にＤＢＯ等の維持管理
費を含むごみ処理コストの上昇の一要因と考えられるとい
う指摘がある。経済性を重視するこの基本構想案でこうい
う指摘は検証されたのか。

近年の採用実績（公設民営が増加傾向）と、「経済性・財政への寄
与」、「民間ノウハウ活用」、「リスク分担」等の観点から、次段
階で詳細な比較を行う上で、ＤＢＯ方式・ＤＢ＋Ｏ方式を優位とし
て評価しています。
一方で、ごみ処理コストの上昇要因には、物価・建設費高騰に加
え、総合評価方式の運用や維持管理費を含む契約形態、競争性の確
保の度合いも影響し得ます。これらは施設整備基本計画において、
処理システム・候補地を踏まえたＰＦＩ等導入可能性調査で、次期
処理施設のライフサイクルコスト（イニシャルコスト＋ランニング
コスト）や入札方式を含め精査します。
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第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第６節　処理システム案と事業方式案の評価

溶融炉とストーカ炉を比べて溶融炉の方が経済的に優れて
いる表になっているが、細かい内訳を明らかにすべきであ
る。

本構想は、処理方式や事業方式の「検討の方向性」を示す段階とし
て整理しているものであり、メーカーアンケート等による概算（建
設費、運営管理費、最終処分関係、売電収入等）を同一条件で整理
し、その評価をお示ししております。
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第５章　処理区域の設定等に基づく事業方式及び処
理規模・処理方式の検討
第６節　処理システム案と事業方式案の評価
２　処理システム案の評価

Ｐ６７で今後の焼却施設規模の算出が４８t/日であるが、
P８３の処理システム案の評価が４０t/日であり、４８t/
日で評価すべきである。

焼却施設規模は、Ｐ８３において、各方式における４８ｔ/日の評
価を行っています。Ｐ８３の評価は、参考として、現有施設４０ｔ
／日×２炉の内、１炉を基幹的設備改良工事（修繕）をした場合の
評価であることから、４０ｔ／日としています。
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第６章　建設地の検討 「ごみ処理施設や最終処分場の建設地については、今後、
別途検討することとする。」とあるがＰ８７の図のように
現在の場所に設置が可能ならば用地交渉や近隣住人との対
応も容易でコストや納期の早期化ではないかと考える。

各種法規制や災害想定区域への該当、必要敷地の確保、現有施設で
の処理を行いながらの次期施設の建設、それに伴う動線確保など、
成立条件の整理が不可欠であり、今後の施設整備基本計画で現地建
替え案も含めて比較検討した上でお示ししてまいります。
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第６章　建設地の検討
第１節　敷地面積の検討

本基本構想（案）からもガス化溶融炉が優位性が高いよう
に受け取れるが、何れにしても処理方式を確定させ、他の
破砕設備等も合わせて必要敷地面積を割り出し、予算、ス
ケジュールを立てるために建設予定地を一刻も早く確定さ
せるべきである。

各種法規制や災害想定区域への該当、必要敷地の確保、現有施設で
の処理を行いながらの次期施設の建設、それに伴う動線確保など、
成立条件の整理が不可欠であり、今後の施設整備基本計画で現地建
替え案も含めて比較検討した上でお示ししてまいります。


